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○橋本市小中学生医療費の支給に関する条例 

平成22年6月28日 

条例第21号 

改正 平成26年12月12日条例第94号 

平成27年7月8日条例第43号 

平成28年3月30日条例第15号 

(目的) 

第1条 この条例は、小中学生に係る医療費の一部(以下「小中学生医療費」という。)をそ

の保護者に支給することにより、小中学生の健康の保持及び増進に寄与し、もって児童の

福祉の向上を図ることを目的とする。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 「小中学生」とは、小学校就学から中学校修了までの間にある者をいう。 

(2) 「保護者」とは、親権を行う者その他の者で小中学生を現に監護し、生計を維持し

ているものをいう。 

(3) 「保険給付」とは、医療保険各法に規定する療養の給付、療養費、家族療養費、特

別療養費、訪問看護療養費、家族訪問看護療養費及び保険外併用療養費をいう。 

(4) 「一部負担金」とは、医療保険各法の規定により保険給付を受ける者が負担すべき

額をいう。 

(5) 「医療機関等」とは、医療保険各法の規定により医療に関する給付を取り扱う病院、

診療所又は薬局その他のものをいう。 

(支給対象者) 

第3条 この条例に定める小中学生医療費の支給の対象となる者(以下「支給対象者」とい

う。)は、医療保険各法の規定による被保険者、組合員又は被扶養者であり、かつ、市の

区域内に住所を有する小中学生(以下「対象小中学生」という。)の保護者をいう。ただし、

次に掲げる者は除く。 

(1) 小中学生の生計を維持する程度の高い者の前年(1月から7月までの間に新たに次条

の認定を受けようとする場合にあっては、前々年をいう。以下同じ。)の所得(児童手当

法施行令(昭和46年政令第281号)第2条及び第3条の規定により算出して得た額)が、別表

に定める額以上の者 
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(2) 生活保護法(昭和25年法律第144号)による保護を受けている小中学生の保護者 

(3) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)その他法令等により医療費の全額を公費で負担

される者 

(受給資格者の認定) 

第4条 小中学生医療費の支給を受けようとする者は、規則の定めるところにより、市長に

小中学生医療費受給資格認定の申請をし、その認定を受けなければならない。 

(支給) 

第5条 市長は、前条の認定を受けた者(以下「受給資格者」という。)が対象小中学生の受

けた保険給付に係る一部負担金を医療機関等に支払った場合は、当該支払額に相当する小

中学生医療費を支給するものとする。ただし、医療保険各法に基づく規約若しくは定款又

は他の法令等により医療費の給付を受ける場合は、当該給付額を控除した額とする。 

(支給の方法) 

第6条 前条に規定する小中学生医療費の支給は、受給資格者の申請に基づき行うものとす

る。 

2 前項の申請は、対象小中学生が保険給付を受けた日の翌日から起算して5年以内に行わな

ければならない。 

3 市長は、第1項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、小中学生医療費を支給するものとする。 

4 第1項の規定にかかわらず、市長は、受給資格者が医療機関等に支払うべき一部負担金を

その者に代わり、当該医療機関等に支払うことができる。 

5 前項の規定による支払があったときは、当該受給資格者に対し小中学生医療費を支給し

たものとみなす。 

(届出の義務) 

第7条 受給資格者は、住所、氏名、加入保険その他受給資格等に変更が生じた場合は、速

やかに市長に届け出なければならない。 

(支給金の返還) 

第8条 市長は、偽りその他不正な行為又は第5条の規定により支給すべき額を超えた支給そ

の他過誤払いにより小中学生医療費の支給を受けた者があるときは、その者に対し既に支

給した小中学生医療費の全部又は一部を返還させることができる。 

2 市長は、対象小中学生が疾病又は負傷に関し、第三者から損害賠償を受けたときは、受

給資格者に対し第5条の規定により支給すべき額の全部若しくは一部を支給せず、又は既
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に支給した場合は、その全部若しくは一部を返還させることができる。 

(委任) 

第9条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成23年1月1日から施行する。 

附 則(平成26年12月12日条例第94号) 

この条例は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年7月8日条例第43号) 

(施行期日) 

1 この条例は、平成27年8月1日から施行する。 

(適用区分) 

2 この条例による改正後の橋本市小中学生医療費の支給に関する条例の規定は、この条例

の施行の日以後に行われた保険給付について適用し、同日前に行われた保険給付について

は、なお従前の例による。 

附 則(平成28年3月30日条例第15号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表(第3条関係) 

扶養親族等の数 所得額 

0人 5,320,000円 

1人 5,700,000円 

2人 6,080,000円 

3人 6,460,000円 

4人 6,840,000円 

5人 7,220,000円 

1 扶養親族等が所得税法(昭和40年法律第33号)に規定する老人控除対象配偶者又は老人

扶養親族である場合は、1人につき6万円を加算する。 

2 扶養親族等の数が5人を超える場合は、その超える者1人につき、38万円(扶養親族等が

老人控除対象配偶者又は老人扶養親族である場合は44万円)を加算する。 
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○橋本市小中学生医療費の支給に関する条例施行規則 

平成22年12月9日 

規則第39号 

改正 平成26年9月30日規則第32号 

平成26年12月12日規則第58号 

平成28年3月30日規則第14号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、橋本市小中学生医療費の支給に関する条例(平成22年橋本市条例第21

号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(医療保険各法) 

第2条 条例に規定する医療保険各法とは、次に掲げる法律をいう。 

(1) 健康保険法(大正11年法律第70号) 

(2) 船員保険法(昭和14年法律第73号) 

(3) 国民健康保険法(昭和33年法律第192号) 

(4) 国家公務員共済組合法(昭和33年法律第128号) 

(5) 地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号) 

(6) 私立学校教職員共済法(昭和28年法律第245号) 

(7) 高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号) 

(受給資格認定の申請) 

第3条 条例第4条の規定により受給資格認定の申請をしようとする者は、橋本市乳幼児医療

費の支給に関する条例施行規則(平成18年橋本市規則第93号。以下「乳幼児医療施行規則」

という。)第3条に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給資格認定申請書(乳幼児医

療施行規則様式第1号)に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただ

し、橋本市乳幼児医療費の支給に関する条例(平成18年橋本市条例第136号。以下「乳幼児

医療条例」という。)第3条に規定する支給対象者から条例第3条に規定する支給対象者に

変更となり、かつ、当該年の3月31日時点で乳幼児医療条例第3条に規定する支給対象者で

ある者のうち、前年の6月1日以降に乳幼児医療条例第4条の規定による申請を行った者又

は乳幼児医療施行規則第6条の規定による審査を受けた者は、この限りでない。 

(1) 対象小中学生の生計を維持する程度の高い者の前年分(1月から7月までの申請の場

合は、前々年分)の所得状況又は課税状況を証する書類 

(2) 対象小中学生が医療保険各法の被保険者又は被扶養者であることを証する被保険者
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証又は組合員証の写し 

(3) その他市長が必要と認める書類 

2 前項に規定する申請は、受給資格の認定を受けようとする年度(8月1日から翌年の7月31

日までの期間をいう。ただし、この期間内に小学校へ就学した小学生に係る受給資格の場

合は、4月1日から7月31日まで、この期間内に中学校を修了する中学生に係る受給資格の

場合は、8月1日から翌年の3月31日までの期間をいう。)の末日又は当該年度に係る支給対

象者となった日の翌日から起算して90日のいずれか遅い日までに行わなければならない。 

(小中学生医療費受給資格者証の交付等) 

第4条 市長は、前条の規定による受給資格認定申請が支給対象者からあった場合は、その

内容を審査し、受給資格者であると認めるときは、その結果を乳幼児医療施行規則第4条

に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給資格認定通知書(乳幼児医療施行規則様式

第2号)により、当該申請者に通知し、橋本市小中学生医療費受給者証(別記様式。以下「受

給者証」という。)を交付するものとする。 

2 受給資格者が受給者証を破損し、又は紛失したときは、乳幼児医療施行規則第4条に規定

する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給者証再交付申請書(乳幼児医療施行規則様式第4

号)を市長に提出し、再交付を受けなければならない。 

(受給者証の有効期間) 

第5条 受給者証の有効期間は、毎年7月31日までとし、毎年更新するものとする。ただし、

当該有効期間満了前に支給対象者でなくなることが明らかであるときは、支給対象者でな

くなる日の前日までを有効期間とする。 

(受給者証の更新) 

第6条 市長は、第3条に規定する申請書を提出した者について、受給者証の交付要件を具備

しているかを確認するため、毎年審査を行うものとする。 

2 市長は、前項の審査において、対象小中学生の生計を維持する程度の高い者の前年分の

所得状況又は課税状況を証する書類等の提出を求めるものとする。この場合において、市

長は、前段に規定する書類等を当該年度の末日までに提出しなかった支給対象者について、

条例第3条第1号の規定に相当する者であるとみなし、当該年度に係る受給資格の再審査は

行わないものとする。 

3 市長は、第1項の審査の結果、受給資格者と認定したときは、乳幼児医療施行規則第6条

に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給資格更新通知書(乳幼児医療施行規則様式

第6号)により、当該申請者に通知し、新たな受給者証を交付するものとする。 
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(受給者証の提示) 

第7条 受給資格者が、対象小中学生について和歌山県内の医療機関等で医療保険各法の規

定による給付を受けるときは、受給者証を提示しなければならない。 

(支給期間) 

第8条 条例第5条に規定する支給は、条例第3条に規定する支給対象者の要件を満たすこと

になった日から、支給対象者の要件を欠くに至った日の前日までに係る医療費の一部負担

金について行うものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、支給期間を別に定めること

ができる。 

(支給の方法) 

第9条 条例第6条第1項の規定による小中学生医療費の支給の申請をしようとする者は、乳

幼児医療施行規則第9条に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費支給申請書(乳幼児医療

施行規則様式第7号)に医療機関等の発行する領収書又は診療費証明書を添えて市長に提

出しなければならない。 

2 条例第6条第3項の規定による小中学生医療費の支給は、受給資格者の指定した金融機関

への振込みにより支給するものとする。 

3 条例第6条第4項の規定による支払に関する事務は、和歌山県国民健康保険団体連合会及

び和歌山県社会保険診療報酬支払基金に委託し行うものとする。ただし、和歌山県国民健

康保険団体連合会及び和歌山県社会保険診療報酬支払基金に請求が行えない医療機関等

については、市長に直接請求を行うことができる。 

(支給の決定) 

第10条 市長は、前条第1項の申請を受理したときは、その内容を審査し、当該申請に係る

支給の額を決定するものとする。 

(届出及び受給者証の返還) 

第11条 条例第7条の規定による届出は、乳幼児医療施行規則第11条に規定する橋本市乳幼

児・小中学生医療費受給資格内容変更届(乳幼児医療施行規則様式第8号)又は、乳幼児医

療施行規則第11条に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給資格喪失届(乳幼児医療

施行規則様式第9号)に受給者証を添えて行うものとする。ただし、受給資格者がその資格

を喪失したときは、速やかに受給者証を市長に返還しなければならない。 

(受給資格登録の停止) 

第12条 市長は、第3条に規定する申請書を提出した者が条例第3条第1号の規定に該当する
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者であることを確認したとき及び第6条第2項の規定により条例第3条第1号の規定に該当

する者であるとみなしたときは、乳幼児医療施行規則第12条に規定する橋本市乳幼児・小

中学生医療費受給資格停止通知書(乳幼児医療施行規則様式第10号)により、通知するもの

とする。 

2 市長は、前項の通知を受けた対象者が同条の規定に該当しなくなったことを確認したと

きは、乳幼児医療施行規則第12条に規定する橋本市乳幼児・小中学生医療費受給資格停止

解除通知書(乳幼児医療施行規則様式第11号)により、当該申請者に通知し、新たな受給者

証を交付するものとする。 

(添付書類の省略) 

第13条 市長は、この規則で定められた添付書類により証明すべき事実を公簿等で確認する

ことができるときは、当該添付書類の全部又は一部を省略させることができる。 

(補則) 

第14条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成23年1月1日から施行する。 

附 則(平成26年9月30日規則第32号) 

この規則は、平成26年10月14日から施行する。 

附 則(平成26年12月12日規則第58号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成27年4月1日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行

する。 

(経過措置) 

2 乳幼児医療施行規則に規定する各様式及び橋本市小中学生医療費受給者証(別記様式)に

ついては、この規則の施行の日前においても、使用できるものとする。 

附 則(平成28年3月30日規則第14号) 

この規則は、平成28年4月1日から施行する。 


